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1.　平成23年 3月期第２四半期の連結業績（ 平成 22年 4月 1日  ～  平成 22年 9月 30日 ）

(1)　連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

円 銭 円 銭

81 19

45 45

(2)　連結財政状態

百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

55

56

（注）　株主資本は、米国会計基準に基づき当社株主に帰属する株主資本合計を記載しています。株主資本比率および１株当たり株主資本は、当該株主資本

　　  　合計を用いて算出しています。

2.　配当の状況

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

- - - 75 00 75 00

- -

- - -

(注) 配当予想の当四半期における修正の有無 ： 無

平成23年 3月期の配当予想額は未定です。

3.　平成23年 3月期の連結業績予想（ 平成 22年 4月 1日  ～  平成 23年 3月 31日 ）

（％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

- - - - - -

530 30

(注) 連結業績予想数値の当四半期における修正の有無 ： 無

第３四半期連結累計期間の業績予想は行っていません。

　　　 業績予想において、非継続事業からの損益は予想することが困難であるため、営業利益および税引前当期純利益は開示していません。

年 間 配 当 金

期    末第 ３ 四 半 期 末第 ２ 四 半 期 末第 １ 四 半 期 末 合    計

△ 1.1 57,000 51.0

 第３四半期連結累計期間

 通　　 　期 920,000

 23年 3月期（予想）

　 営  業  収  益 当社株主に帰属する当期純利益
１ 株 当 た り

当社株主に帰属する当期純利益

 22年 3月期

 23年 3月期

16.8 12,082 22年 3月期 7,739,800 1,316,461 1,298,684

株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

 23年 3月期 第２四半期 8,643,758 1,301,877 1,279,800 14.8 11,906

総 　 資 　 産
資  本  合  計

（  純  資  産  ）
株  主  資　本

 23年 3月期 第２四半期 316 267

 22年 3月期 第２四半期 207 175

  
１ 株 当 た り

当社株主に帰属する
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当社株主に
帰属する四半期純利益

69.0

 22年 3月期 第２四半期 461,741 △ 14.6 21,077 △ 62.8 22,832 △ 70.7 20,150 △ 63.5

121.3 52,960 132.0 34,053 23年 3月期 第２四半期 481,874 4.4 46,633

営  業  利  益 税引前四半期純利益
当社株主に帰属する

四半期純利益
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4.　その他 （詳細は、【添付資料】８ページ「２．その他の情報」をご覧ください。）

(1)　当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

　　 新規　　－　　社　（社名　　　　　　　　　）　　　　除外　　－　　社　（社名　　　　　　　　　）

(2)　簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 無

(3)　会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①　会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

②　①以外の変更 ： 無

(4)　発行済株式数（普通株式）　

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年 3月期 第２四半期 株 22年 3月期 株

②　期末自己株式数 23年 3月期 第２四半期 株 22年 3月期 株

③　期中平均株式数（四半期累計） 23年 3月期 第２四半期 株 22年 3月期 第２四半期 株

※　四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

107,485,956 97,131,537

1．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいています
が、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい
ては、【添付資料】７ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。

2．金融サービス事業を中心に不動産関連事業、投資関連事業等グループで多角的な事業展開を行っています。これらの事業特性から、国内・海外の経済情
勢や事業環境の変化、市場動向などの影響を強く受けるため、業績見通し等を行うことが困難になってきています。このため、配当に関しては業績が確定
した時点で開示させていただきます。

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。

110,231,840 110,229,948

2,744,795 2,745,701
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１．当四半期決算に関する定性的情報 
 

（1）連結経営成績に関する定性的情報 
 

第２四半期連結累計期間の経営成績 

 

  前第２四半期 

連結累計期間 

当第２四半期 

連結累計期間 

増減 増減率 

営業収益 (百万円) 461,741 481,874 20,133 4％

税引前四半期純利益 (百万円) 22,832 52,960 30,128 132％

当社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 20,150 34,053 13,903 69％

１株当たり当社株主に帰属する 

四半期純利益（基本的） (円) 207.45 316.81 109.36 53％

（希薄化後） (円) 175.45 267.19 91.74 52％

ＲＯＥ*（株主資本四半期純利益率、年換算） (％) 3.3 5.3 2.0 － 

ＲＯＡ（総資本四半期純利益率、年換算） (％) 0.49 0.83 0.34 － 
 

*ＲＯＥ（株主資本四半期純利益率、年換算）は、米国会計基準に基づき、当社株主資本合計を用いて算出しています。 

 

＜経済環境＞ 

 

世界経済は緩やかな回復過程にありますが、各国でペースは異なります。新興国では堅調に景気拡大が続い

ており株価の上昇も見られます。一方、先進国では積極的な金融緩和が継続されていますが、景気改善の動

きに力強さはありません。 
 

米国経済は二番底の懸念は和らいでいるものの、緩やかな減速となっています。雇用の減少と住宅投資の底

ばい状態が続いており、個人消費が弱含んでいます。 
 

アジア新興国の経済は安定的に成長を続けています。特に中国については、内需を中心に景気が拡大してい

ますが、欧米との人民元や輸出規制をめぐる対立もあり、その影響に留意する必要があります。 
 

日本では、政府が 10 月の月例経済報告において、景気の基調判断を「足踏み状態」に下方修正しました。企

業収益の改善や設備投資の持ち直しが見られますが、急速な円高や世界経済の減速懸念などから、先行きに

ついては慎重な見方が広がっています。 

 

＜業績総括（平成 22 年 4 月 1日から平成 22 年 9 月 30 日まで）＞ 

 

当第２四半期連結累計期間の営業収益は、前年同期の 461,741 百万円に比べて 4％増の 481,874 百万円にな

りました。当連結会計年度より変動持分事業体（ＶＩＥ）の連結にかかる新会計基準（８ページ参照）を適

用した結果、新たに連結対象となったＶＩＥが増えたことにより、「貸付金および有価証券利息」が前年同期

に比べて増加しました。また、「生命保険料収入および運用益」は個人向け医療保険が好調であったことや運

用益が増加したことにより前年同期に比べて増加しました。 

 

営業費用は、前年同期並みの 435,241 百万円になりました。上述の新会計基準を適用したことにより、「支払

利息」が前年同期に比べて増加しました。一方、「貸倒引当金繰入額」が大きく減少したほか、オリックス・

クレジット株式会社とオリックス証券株式会社が連結子会社でなくなったことにより「販売費および一般管

理費」がそれぞれ前年同期に比べて減少しました。 

 

「持分法投資損益」は、前年同期は関連会社の会社更生法申請に伴う損失計上などにより 4,538 百万円の損

失となりましたが、主にアジア地域における持分法適用関連会社の貢献もあり、当第２四半期連結累計期間

は 5,988 百万円の利益になりました。また、「子会社・関連会社株式売却損益および清算損」は、前年同期は

オリックス・クレジット株式会社の売却があったことなどから減少しました。 

 

以上のことから、当第２四半期連結累計期間の税引前四半期純利益は前年同期の 22,832 百万円に比べて

132％増の 52,960 百万円、当社株主に帰属する四半期純利益は前年同期の 20,150 百万円に比べて 69％増の

-  2  - 



オリックス株式会社（8591）平成 23 年 3月期 第２四半期決算短信 

 

34,053 百万円になりました。 

 

＜セグメント別動向＞  

 

当第２四半期連結累計期間のセグメント利益は、当第１四半期連結累計期間に引き続き全部門で黒字となり

ました。 

 

なお、当社は、当第１四半期連結累計期間より上述の新会計基準に基づいて連結対象となっているＶＩＥの

一部について、当社が行う経営管理上のセグメント業績評価基準を変更したことに伴い、セグメント資産お

よび収益の測定方法を変更しました。 

 

また、経営管理区分の見直しにより、法人金融サービス事業部門に含まれていた株式会社インターネット総

合研究所およびオリックス株式会社の情報通信部を、投資銀行事業部門およびメンテナンスリース事業部門

にそれぞれ含めて開示しています。 

 

これらの変更により、前第２四半期連結累計期間および前連結会計年度末も組替再表示しています（12 ペー

ジ（5）セグメント情報参照）。 

 

各セグメントの当第２四半期連結累計期間の動向は以下のとおりです。 

 

法人金融サービス事業部門 

当事業部門では、主に融資事業、リース事業、金融商品販売などの手数料ビジネスおよび環境関連ビジネス

を行っています。 

 

セグメント収益は、前連結会計年度において新規実行を抑制したことによる営業貸付金の平均残高減少に伴

い貸付金収益は減少しましたが、当第２四半期連結累計期間におけるサンテレホン株式会社のリース債権買

取および筑波リース株式会社買収等によるファイナンス・リース投資の増加や環境関連ビジネスにおける収

益等の増加により、前年同期の 50,111 百万円と横ばいの 50,435 百万円になりました。 

 

セグメント費用は、貸倒引当金繰入額が減少したことにより、前年同期に比べ減少しました。 

 

上記の結果、セグメント利益は、前年同期の 9,413 百万円の損失から 4,933 百万円の利益になりました。 

 

セグメント資産は、リース債権の買取や小口リースの新規実行増加によりファイナンス・リース投資が増加

したものの、営業貸付金残高が減少したことにより、前連結会計年度末比 8％減の 1,088,198 百万円になり

ました。 

 

メンテナンスリース事業部門 

当事業部門は、自動車事業およびレンタル事業により構成されています。自動車事業では自動車リース事業、

レンタカー事業およびカーシェアリング事業を営んでいます。レンタル事業では、測定機器・情報関連機器

などのレンタル事業およびリース事業を行っています。 
 

国内企業の設備投資に未だ本格的な回復の兆しは見えず、事業環境は楽観できないものの、企業のコスト削

減ニーズ等をとらえた付加価値の高いサービスを提供することで収益は安定しています。 

 

ファイナンス・リース投資およびオペレーティング・リース資産の平均残高が減少しましたが、車両売却や

車両メンテナンスからの収益が堅調であったことにより、セグメント収益は、前年同期の 114,221 百万円か

ら 112,511 百万円となり、堅調に推移しました。 

 

セグメント費用は、前年同期比でオペレーティング・リース資産の平均残高が減少したことによる減価償却

費や支払利息等の減少により、前年同期に比べて減少しました。 

 

上記の結果、セグメント利益は、前年同期の 11,616 百万円に比べて 21％増の 14,041 百万円になりました。 

 

セグメント資産は、ファイナンス・リース投資およびオペレーティング・リース資産が増加したことにより、

前連結会計年度末比 3％増の 531,905 百万円になりました。 
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不動産事業部門 

当事業部門は、オフィスビル・商業施設などの開発・賃貸事業、マンション分譲事業、ホテル・ゴルフ場・

研修所等の運営事業、高齢者向け住宅の開発・運営事業、不動産投資法人（ＲＥＩＴ）の資産運用・管理事

業および不動産投資顧問業を行っています。 

 

マンション市場は、首都圏、近畿圏ともに供給戸数が前年同月実績を上回り、契約率も好不調の目安となる

70％を上回るなど回復基調にあります。マンション分譲事業は、新規開発を抑制した影響で引き渡し戸数が

前年同期の 726 戸から 412 戸へ減少しましたが、当第１四半期連結会計期間からは 309 戸増加しました。 

 

オフィスビル市場は、都心部において空室率は小幅に改善の兆しが見られ、賃料も下げ止まりつつあります

が、今後も大型ビルの供給が見込まれているため底打ちの判断はまだできない状況です。賃貸不動産の売買

は、金融危機以前の水準を大きく下回っているものの、増加傾向にあります。このような環境下、不動産投

資事業は資産の回転を促進していく方針のもと、実需取引を中心に丁寧に売却を進めています。 

 

運営事業は、夏季のホテル・旅館の需要増や、猛暑の影響によるゴルフ場の入場者減少など、季節要因はあ

るものの、収益は安定しています。 

 

セグメント収益は、マンション引き渡し戸数の減少および前年同期に大型ビルの売却益を計上したことなど

から、前年同期の 95,940 百万円に比べて 14％減の 82,770 百万円になりました。セグメント費用も同様に減

少した結果、セグメント利益は、前年同期の 10,728 百万円に比べて 65％減の 3,799 百万円になりました。 

グメント資産は、前連結会計年度末並みの 1,071,433 百万円になりました。 

 

セ

 

投資銀行事業部門 

当事業部門では、不動産ファイナンス事業、商業用不動産担保ローンの証券化事業、サービサー（債権回収）

事業、プリンシパル・インベストメント事業、Ｍ＆Ａアドバイザリー事業、ベンチャーキャピタル事業およ

証券業を行っています。 

不動産の増加によるオペレーティング・リース収益の増加もあり、前年同期に比べ

増収となりました。 

および一般管理費と貸倒引当金繰入額が減少した

め、セグメント費用は、前年同期並みとなりました。 

の会社更生法申請による損失計上がありましたが、

第２四半期連結累計期間では利益を計上しています。 

記の結果、セグメント利益は、前年同期の 14,394 百万円の損失から 4,258 百万円の利益になりました。 

特定社債を含む）が減少したことにより、前連結会計

度末比 5％減の 1,019,565 百万円になりました。 

び

 

セグメント収益は、前年同期の 46,409 百万円に比べて 13％増の 52,313 百万円になりました。営業貸付金お

よび投資有価証券（特定社債を含む）の平均残高が前年同期比 13％減少したものの、サービサー事業の回収

による貸付金収益や賃貸

て

 

前年同期に比べ有価証券評価損が増加したものの、販売費

た

 

持分法投資損益は、前第１四半期連結会計期間に関連会社

当

 

上

 

セグメント資産は、営業貸付金および投資有価証券（

年

 

リテール事業部門 

当事業部門は、生命保険事業、信託銀行事業、関連会社のカードローン事業およびオンライン証券事業によ

構成されています。 

業では、前年同期に比べて運用損益が改善し、保険関連損益も新商品の契約数増加により改善し

した。 

し

います。また、インターネット経由での預金も順調に増加しており、資産は 1兆円を超えています。 

り

 

生命保険事

ま

 

信託銀行事業では、法人向け融資の拡大により営業貸付金が増加しました。その結果、収益、利益も拡大

て
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カードローン事業およびオンライン証券事業からのセグメント収益および費用は、前連結会計年度における

子会社株式の譲渡および株式交換以降、持分法投資損益としてセグメント利益に計上されています。なお、

ードローン事業は、前第２四半期連結会計期間に子会社株式売却益を計上しています。 

とにより、セグメント

益は、前年同期の 14,820 百万円に比べて 2％増の 15,175 百万円になりました。 

事業における営業貸付金が増加したため、前連結会計年度末比

増の 1,627,935 百万円になりました。 

カ

 

上記の結果、セグメント収益は、前年同期の 81,686 百万円に比べて 8％減の 75,237 百万円になりましたが、

主に販売費および一般管理費や貸倒引当金繰入額などのセグメント費用が減少したこ

利

 

セグメント資産は、投資有価証券や信託銀行

3％

 

海外事業部門 

当事業部門は、米州およびアジア・大洋州・欧州における、リース事業、融資事業、債券投資事業、投資銀

事業、不動産関連事業、船舶・航空機関連事業により構成されています。 

速感が見られます。一方、好調を維持しているアジア地域は、引き続き大きな成

が期待されています。 

ティング・リース資産お

びファイナンス・リース投資の平均残高減少による収益の減少がありました。 

原価、支払利息および米州地域での貸倒引当金繰入額、有価証券評価損等の減少により減少し

した。これらの結果、セグメント利益は、前年同期の 21,489 百万円に比べて 5％増の 22,478 百万円にな

グメント資産は、主に円高の影響と地方債の売却等により前連結会計年度末比 8％減の 788,856 百万円に

りました。 

 

 

行

 

米州地域では、金融機関の信用コストは縮小傾向にあるものの、住宅市場の低迷や失業率が高水準で推移す

るなど景気回復の動きに減

長

 

セグメント収益は、前年同期の 88,039 百万円に比べて 5％減の 83,897 百万円になりました。米州地域では、

投資銀行事業における手数料は安定推移しており、地方債の売却益やレッドキャピタル社でのローン債権の

売却益がありました。一方、前年同期に比べて有価証券評価益の減少や、オペレー

よ

 

セグメント費用は、米州地域での企業買収により販売費および一般管理費が増加したものの、オペレーティ

ング・リース

ま

りました。 

 

セ

な
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（2）連結財政状態に関する定性的情報 
 

財政状態の状況 

 

   

当第２四半期 

連結会計期間末
前連結会計 

年度末 
増減 増減率 

総資 万円） 産           （百 8,643,758 7,739,800 903,958 12％ 

 （うち、セグメント資産） △ △ 6,127,892 6,284,275 156,383 2％ 

負債 （百万円） 合計       7,320,218 6,395,244 924,974 14％ 

 （うち、長短借入債務） 5, 4, 8 2 283,804 409,835 73,969 0％ 

 （うち、預金）  920,765 853,269 67,496 8％ 

株主資本*       （百万円） 1,279,800 1,298,684 △18,884 △1％ 

１株当たり株主資本*  （円） 11,906.55 12,082.56 △176.01 △1％ 
 

株主資本は米国会計基準に* 基づき、当社株主資本合計を記載しています。１株当たり株主資本は当該株主資本合計を

用いて算出しています。 

ました。なお、セグメント資産は、前連結会

年度末に比べて 2％減の 6,127,892 百万円になりました。 

増加しました。また、信託銀行事業における法人向け融資への事業拡大の

め「預金」が増加しました。 

益累計額」が減少したことにより、前連結会計年度

に比べて 1％減の 1,279,800 百万円になりました。 

ャッシュ・フローの状況

 

総資産は、前連結会計年度末の 7,739,800 百万円に比べて 12％増の 8,643,758 百万円になりました。当連結

会計年度より変動持分事業体（ＶＩＥ）の連結にかかる新会計基準（８ページ参照）を適用したことに伴い、

主に「営業貸付金」や「ファイナンス・リース投資」が増加し

計

 

負債は、上述の新会計基準の適用による影響や、普通社債（米ドル建を含む）の発行により、前連結会計年

度末に比べて「長期借入債務」が

た

 

株主資本は、為替換算調整勘定などの「その他の包括利

末

 

 

キ  

下、「資金」という。）は、前連結会計年度末より

9,922 百万円増加し、749,009 百万円になりました。 

前年同期の 100,973 百万

から当第２四半期連結累計期間は 109,214 百万円へ資金流入が増加しました。 

前年同期の 352,351 百万円から当第２四半期連

累計期間は 134,527 百万円へ資金流入が減少しました。 

行による調達額が前年同期に比べて減少しましたが、借入債

の調達が返済を上回ったことなどにより、前年同期の 319,130 百万円から当第２四半期連結累計期間は

* 米国会計基準のキャッシュ・フロー区分に基づき、顧客への営業貸付金の実行および元本回収（売却予定の営業貸付

金の実行および元本回収は除く）は「投資活動によるキャッシュ・フロー」に含めております。 

 

当第２四半期連結会計期間末の現金および現金等価物（以

10

 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べて四半期純利益が増加したことおよび短期売買目的

有価証券の売却が増加したことに加え、「減価償却費・その他償却費」、「貸倒引当金繰入額」および「持分法

投資損益（貸付利息を除く）」のような資金の動きを伴わない損益を加減した結果、

円

 

投資活動によるキャッシュ・フローは、リース債権買取等の影響で「リース資産の購入」が増加したことや

「子会社売却(売却時現金控除後)」が減少したことにより、

結

 

財務活動によるキャッシュ・フローは、新株発

務

126,442 百万円へ資金流出が減少しました。 
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（3）連結業績予想に関する定性的情報 
 

当連結会計年度の見通し 

 

世界経済は緩やかな回復過程にありますが、米国での金融規制法の影響、欧州における財政不安の拡大、中

国での人民元切り上げ、国内における急速な円高など依然としてリスク要因は残されています。上記の経営

環境および後述の計画のもと、平成 23 年 3 月期通期の連結業績見通しにつきましては次のとおり予想してい

ます。 

 

営業収益は、平成 22 年 3月期にカードローン事業およびオンライン証券業が持分法適用関連会社となった影

響で 920,000 百万円（平成 22 年 3 月期比 1.1％減）を見込んでいます。 

 

当社株主に帰属する当期純利益は 57,000 百万円（平成 22 年 3 月期比 51％増）を予想しており、全セグメン

トの黒字化を目指します。なお、セグメント毎の利益は次のとおり予想しています。 

 

法人金融サービス事業部門では、「金融＋サービス」の拡大と顧客ベースの拡充に加え、貸倒引当金繰入額や

販売費および一般管理費の減少により、黒字化を見込んでいます。 

 

メンテナンスリース事業部門では、サービスメニューの強化とグループの横串施策の推進で、法人の設備投

資需要が落ち込む厳しい事業環境下においても、利益の増加を見込んでいます。 

 

不動産事業部門では、賃貸物件の利回り向上と住宅関連事業の収益性改善により平成 22 年 3月期並みの利益

を見込んでいます。 

 

投資銀行事業部門では、サービサー機能の活用や事業投資の推進に加え、大口投資先からの大規模な損失リ

スクは極小化しており、黒字化を見込んでいます。 

 

リテール事業部門では、平成 22 年 3 月期に子会社株式売却による利益を計上したため減益を見込みますが、

これを除いた部分では増益を見込んでいます。これは生命保険事業の商品ラインナップの拡充等による利益

増大や信託銀行事業の法人向け融資拡大によるものです。同セグメントは重要セグメントとして成長期に入

っており、更なる拡大を目指します。 

 

海外事業部門では、米州地域は高い専門性を活用し「金融＋サービス」の拡大を図るとともに、Ｍ＆Ａを含

め積極的に業容を拡大していきます。一方、アジア・大洋州地域は好調なアジア経済を背景に増益を見込み、

全体としては高い水準を維持していきます。 

 

なお、本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合

理的であると判断する一定の前提に基づいていますが、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性

があります。これらの業績見通し等に依拠することはお控えくださるようお願いいたします。 

 

業績見通し等と異なる結果を生じさせる原因となる要素は、当社が関東財務局長に提出しています有価証券

報告書の「事業等のリスク」、アメリカ合衆国証券取引委員会（ＳＥＣ）に提出しています Form 20-Ｆによ

る報告書の「リスク要因（Risk Factors）」に記載されていますが、これらに限られるものではありません。 
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2. その他の情報 
 

(1) 重要な子会社の異動の概要 

 

該当事項はありません。 

 

 

(2) 簡便な会計処理および特有の会計処理の概要 

 

該当事項はありません。 

 

 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 

平成 22 年 4 月 1 日より、米国財務会計基準書第 166 号（金融資産の譲渡に関する会計処理－基準書第 140

号の改訂）（会計基準書アップデート第 2009-16 号（会計基準編纂書 860（譲渡およびサービシング））） を

適用しています。このアップデートは、適格ＳＰＥの概念を削除し、適格ＳＰＥである変動持分事業体に関

する会計基準編纂書 810-10（連結－変動持分事業体）の適用除外規定を廃止しています。また、会計基準編

纂書 860 で用いられている財務構成要素アプローチを修正し、譲渡人が金融資産の一部について消滅を認識

する状況を限定しています。 

 

平成 22 年 4月 1日より、米国財務会計基準書第 167 号（米国財務会計基準審議会解釈指針第 46 号（2003 年

12 月改訂）（会計基準編纂書 810-10（連結－変動持分事業体））の改訂） （会計基準書アップデート第 2009-17

号（会計基準編纂書 810（連結）））を適用しています。このアップデートは、適格ＳＰＥである変動持分事

業体に関する解釈指針第 46 号（2003 年 12 月改訂）（会計基準編纂書 810-10）の適用除外規定を廃止してい

ます。また、変動持分事業体の主たる受益者の特定にあたっては定性的な分析を行うことを求めており、以

下の両方の特徴を保有している企業が変動持分事業体を連結すべき主たる受益者に該当することになります。 

 
・ 変動持分事業体の経済的パフォーマンスに最も重要な影響を与える事業体の活動に対する影響力 
 
・ 変動持分事業体にとって潜在的に重要な損失を吸収する義務あるいは変動持分事業体にとって潜在的に

重要な利益を享受する権利 
 
さらに、このアップデートは、企業が変動持分事業体の主たる受益者に該当するか否かについて継続的に再

評価することを求めています。 
 
これらのアップデートの適用が当社および子会社の財政状態に与えた影響額は、適用日における連結貸借対

照表上、資産合計が 1兆 1,474 億円の増加、負債合計が 1兆 1,690 億円の増加、利益剰余金（税効果控除後）

が 225 億円の減少でした。 

 

上記のとおり、変動持分事業体の連結により総資産および負債は増加しますが、投資から得られる資金収支

や経済的効果は変わりません。また、当該負債の債権者は、当社および子会社の他の資産に対しての請求権

を持っていません。 
 
 

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 

該当事項はありません。 
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3.　四半期連結財務諸表等

(1)   四半期連結貸借対照表 (米国会計基準)

  　(単位:百万円)

（平成22年9月30日） （平成22年3月31日） （平成22年9月30日） （平成22年3月31日）

現金および現金等価物 749,009 639,087 短期借入債務 543,432 573,565

使途制限付現金 120,717 77,486 預金 920,765 853,269

定期預金 3,318 548 支払手形および未払金等 318,241 311,113

ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ投資 853,294 756,481 未払費用 103,381 101,917

営業貸付金 3,193,971 2,464,251 保険契約債務 397,140 409,957

貸倒引当金 △ 175,723 △ 157,523 未払法人税等 173,136 183,674

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｰｽ投資 1,203,786 1,213,223 受入保証金 123,751 125,479

投資有価証券 1,038,736 1,104,158 長期借入債務 4,740,372 3,836,270

その他営業資産 235,435 186,396 (負債合計) 7,320,218 6,395,244

関連会社投資 397,062 409,711 償還可能非支配持分 21,663 28,095

その他受取債権 197,202 210,521 契約債務および偶発債務

棚卸資産 136,911 153,256

前払費用 50,681 45,420 資本金 143,946 143,939

社用資産 101,291 96,831 資本剰余金 179,040 178,661

その他資産 538,068 539,954 利益剰余金 1,108,073 1,104,779

その他の包括利益累計額 △ 102,040 △ 79,459

自己株式（取得価額） △ 49,219 △ 49,236

(当社株主資本合計) 1,279,800 1,298,684

非支配持分 22,077 17,777

(資本合計) 1,301,877 1,316,461

資産合計 8,643,758 7,739,800 負債・資本合計 8,643,758 7,739,800

(注) 1. その他の包括利益累計額内訳  (単位:百万円)

未実現有価証券評価損益 4,306 7,495

確定給付年金制度 △ 8,942 △ 9,092

為替換算調整勘定 △ 97,702 △ 77,651

未実現ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ評価損益 298 △ 211

△ 102,040 △ 79,459

     2. 平成22年4月1日より、会計基準書アップデート第2009-17号（会計基準編纂書810-10（連結））を適用しています。連結されている変動持分事

　　業体の資産のうち当該事業体の債務を決済することのみに使用できるもの、および負債のうち債権者または受益権者が当社または子会社の他の資

    産に対する請求権をもたないものは、以下のとおりです。

    

(単位:百万円)

当第２四半期 当第２四半期

連結会計期間末 連結会計期間末

現金および現金等価物 45,423 短期借入債務 1,580

ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ投資（貸倒引当金控除後） 271,225 支払手形および未払金等 14,909

営業貸付金（貸倒引当金控除後） 962,394 受入保証金 9,384

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｰｽ投資 301,673 長期借入債務 1,277,988

投資有価証券 66,018 その他 6,273

関連会社投資 33,664 1,310,134

その他 165,547

1,845,944

前連結会計年度末にかかる

連結会計期間末

当第２四半期

要約連結貸借対照表

連結会計期間末 要約連結貸借対照表 連結会計期間末 要約連結貸借対照表

当第２四半期 前連結会計年度末にかかる 当第２四半期 前連結会計年度末にかかる

- 9 -



オリックス株式会社（8591）平成23年3月期 第２四半期決算短信

(2)   四半期連結損益計算書 (米国会計基準)

　　　(単位:百万円)

（自　平成21年  4月 1日 （自　平成22年  4月 1日

至　平成21年 至　平成22年

営 業 収 益 85 104

ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ収益 74 97

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾘｰｽ収益 95 103

貸付金および有価証券利息 71 119

有価証券等仲介手数料および売却益 - 107

生命保険料収入および運用益 91 104

不動産販売収入 73 92

賃貸不動産売却益 12 19

その他の営業収入 90 102

営 業 費 用 91 99

支払利息 83 149

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾘｰｽ原価 99 98

生命保険費用 85 96

不動産販売原価 56 90

その他の営業費用 86 108

販売費および一般管理費 92 90

貸倒引当金繰入額 144 35

長期性資産評価損 - -

有価証券評価損 109 197

為替差損 - 39

営 業 利 益 37 221

持分法投資損益 - -

子会社・関連会社株式売却損益および清算損 - 5

税 引 前 四 半 期 純 利 益 29 232

法人税等 29 215

継 続 事 業 か ら の 利 益 29 244

非継続事業からの損益

非継続事業からの損益 10,816 4,406

法人税等 △ 3,687 △ 1,868

非継続事業からの損益（税効果控除後） 63 36

四 半 期 純 利 益 36 171

非支配持分に帰属する四半期純利益（△損失） - -

償還可能非支配持分に帰属する四半期純利益 156 83

当 社 株 主 に 帰 属 す る 四 半 期 純 利 益 36 169

     とともに、当該事業にかかる過年度の損益を組替再表示しています。

20,150 34,053

(注) 米国財務会計基準審議会会計基準編纂書205-20（財務諸表の表示-非継続事業）に従い、非継続事業にかかる損益を独立表示する

△  741 165

1,079 900

7,129 2,538

20,488 35,118

9,473 20,380

13,359 32,580

6,293 339

22,832 52,960

21,077 46,633

△  4,538 5,988

6,085 11,968

350 138

39,474 13,726

212 3,737

77,163 83,396

110,577 99,443

46,440 44,772

20,693 18,628

43,226 64,612

96,444 94,821

134,100 137,279

440,664 435,241

21,007 19,419

2,254 438

10,510 11,261

57,189 59,648

137,348 141,321

73,825 87,693

461,741 481,874

25,508 24,815

金　　　　額
前年

同期比
(%)

金　　　　額
前年

同期比
(%)

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

 9月30日）  9月30日）
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(3)   四半期連結キャッシュ・フロー計算書 (米国会計基準)

(単位:百万円)

前第２四半期連結累計期間当第２四半期連結累計期間

  (自　平成21年 4月 1日   (自　平成22年 4月 1日

   至　平成21年 9月30日)    至　平成22年 9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー:
四半期純利益 20,488 35,118 
営業活動から得た現金(純額)への四半期純利益の調整:

減価償却費・その他償却費 85,256 79,287 
貸倒引当金繰入額 39,474 13,726 
保険契約債務の減少 △ 25,028 △ 12,817 
持分法投資損益（貸付利息を除く） 5,156 △ 4,732 
子会社・関連会社株式売却損益および清算損 △ 6,293 △ 339 
売却可能有価証券の売却益 △ 3,086 △ 4,332 
賃貸不動産売却益 △ 2,254 △ 438 
賃貸不動産以外のオペレーティング・リース資産の売却益 △ 3,408 △ 4,699 
長期性資産評価損 212 3,737 
有価証券評価損 6,085 11,968 
使途制限付現金の増加 △ 5,410 △ 10,783 
短期売買目的有価証券の減少（増加） △ 1,424 23,164 
棚卸資産の減少 18,333 7,016 
その他受取債権の減少 5,497 3,093 
支払手形および未払金等の増加（減少） △ 25,770 4,604 
その他の増減(純額) △ 6,855 △ 34,359 

営業活動から得た現金(純額) 100,973 109,214 

投資活動によるキャッシュ・フロー:
リース資産の購入 △ 190,401 △ 292,473 
ファイナンス・リース投資の回収 182,529 196,555 
リース債権、営業貸付債権および有価証券の証券化による収入 8,175 -  
顧客への営業貸付金の実行 △ 320,600 △ 391,838 
営業貸付金の元本回収 520,703 594,153 
オペレーティング・リース資産の売却 63,231 88,114 
関連会社への投資(純額) △ 8,417 11,449 
関連会社投資の売却 4,393 1,283 
売却可能有価証券の購入 △ 176,518 △ 439,477 
売却可能有価証券の売却 72,624 238,282 
売却可能有価証券の償還 78,145 176,311 
満期保有目的有価証券の購入 △ 9,733 -  
その他の有価証券の購入 △ 6,346 △ 22,930 
その他の有価証券の売却 11,293 8,161 
その他営業資産の購入 △ 2,723 △ 3,011 
子会社買収(取得時現金控除後) △ 4,944 △ 14,610 
子会社売却(売却時現金控除後) 126,721 454 
その他の増減(純額) 4,219 △ 15,896 

投資活動から得た現金(純額) 352,351 134,527 

財務活動によるキャッシュ・フロー:
満期日が３ヶ月以内の借入債務の減少(純額) △ 51,143 △ 19,407 
満期日が３ヶ月超の借入債務による調達 430,468 874,550 
満期日が３ヶ月超の借入債務の返済 △ 839,776 △ 1,033,191 
預金の受入の増加(純額） 76,972 67,639 
新株発行 83,036 11 
現金配当金の支払 △ 6,261 △ 8,061 
コールマネーの減少(純額) △ 13,400 △ 8,000 
その他の増減(純額) 974 17 

財務活動に使用した現金(純額) △ 319,130 △ 126,442 

現金および現金等価物に対する為替相場変動の影響額 △ 1,311 △ 7,377 
現金および現金等価物増加額(純額) 132,883 109,922 
現金および現金等価物期首残高 459,969 639,087 
現金および現金等価物四半期末残高 592,852 749,009 
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(4)   継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

(5)   セグメント情報 (米国会計基準)

事業の種類別セグメント情報 　　　(単位:百万円)

当第２四半期

連結会計期間末

（自　平成21 年 4月 1日 （自　平成22 年 4月 1日

至　平成21 年 9月30日） 至　平成22 年 9月30日）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ収益
ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益
（△損失）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ収益 ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益 ｾｸﾞﾒﾝﾄ資産 ｾｸﾞﾒﾝﾄ資産

法人金融ｻｰﾋﾞｽ事業 50,111 △ 9,413 50,435 4,933 1,178,458 1,088,198

ﾒﾝﾃﾅﾝｽﾘｰｽ事業 114,221 11,616 112,511 14,041 515,716 531,905

不動産事業 95,940 10,728 82,770 3,799 1,079,273 1,071,433

投資銀行事業 46,409 △ 14,394 52,313 4,258 1,071,255 1,019,565

ﾘﾃｰﾙ事業 81,686 14,820 75,237 15,175 1,578,758 1,627,935

海外事業 88,039 21,489 83,897 22,478 860,815 788,856

476,406 34,846 457,163 64,684 6,284,275 6,127,892

四半期連結財務諸表

（連結財務諸表）との調整 △ 14,665 △ 12,014 24,711 △ 11,724 1,455,525 2,515,866

461,741 22,832 481,874 52,960 7,739,800 8,643,758

(注) 1.

2.

       

      

       
      これらの変更により、前第２四半期連結累計期間および前連結会計年度末も組替再表示しています。

所在地別情報　　

前第２四半期連結累計期間 　　　(単位:百万円)

日本 米州地域 その他海外
四半期連結財務
諸表との調整

連結合計

営業収益 398,499 44,110 40,508 △ 21,376 461,741

税引前四半期純利益 13,051 8,356 12,241 △ 10,816 22,832

当第２四半期連結累計期間 　　　(単位:百万円)

日本 米州地域 その他海外
四半期連結財務
諸表との調整

連結合計

営業収益 379,843 68,263 39,595 △ 5,827 481,874

税引前四半期純利益 35,268 9,491 12,607 △ 4,406 52,960

(注) 1. 本邦以外の区分に属する主な国または地域
　　　     米州地域・・・米国
　　     　その他海外・・・アジア地域、欧州地域、大洋州地域、中東地域

2. 上記の所在地別情報では、税引前四半期純利益に税効果控除前の非継続事業からの損益を含めています。

(6)　株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

該当事項はありません。

当社の業績評価は、税引前四半期純利益に税効果控除前の非継続事業からの損益および非支配持分に帰属する四半期純利益を加減しています。な
お、セグメント利益には税金費用は含まれていません。

当社は、会計基準編纂書810-10（連結-変動持分事業体）に基づいて連結対象となっている変動持分事業体（ＶＩＥ）の一部について、当社が行う
経営管理上のセグメント業績評価基準を変更したことに伴い、セグメント資産および収益の測定方法を変更しています。連結対象ＶＩＥのうち、Ｖ
ＩＥの資産がＶＩＥの債務等の返済にのみ使用され、ＶＩＥの負債の債権者が当社および子会社の他の資産に対する請求権を持たない証券化のため
のＶＩＥについては、セグメント資産として当該ＶＩＥの資産の合計金額ではなく、当該ＶＩＥに対する当社投資相当金額を計上しており、これに
合わせてセグメント収益として当社投資相当金額に対する収益を純額で計上しています。

また、経営管理区分の見直しにより法人金融サービス事業部門に含まれていた株式会社インターネット総合研究所およびオリックス株式会社の情報
通信部を投資銀行事業部門およびメンテナンスリース事業部門にそれぞれ含めて開示しています。

(平成22年 9月30日)

ｾｸﾞﾒﾝﾄ計

連結合計

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間 前連結会計年度末

(平成22年 3月31日)
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